高槻市地域生活支援事業に要する費用の額の算定に関する留意事項について
令和４年３月１日

１　総則

(1)　利用者負担について

　　「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく地域生活支援事業に係る利用者負担に関する条例」（平成１８年高槻市条例第３７号。以下「条例」という。）別表に基づく利用者負担の算定にあたっては、次のとおりとする。

ア　算定基礎には、加算を含めないこと。

イ　１日ごとに算定し、１円未満の端数を切り捨てること。

(2)　複数のサービス等の算定について

原則、同一時間帯に複数の障がい福祉サービス等に係る報酬等を算定することはできない。

また、日中活動系サービスの報酬にあっては、１日当たりの支援に係る費用が包括的に評価されている。

これらのことから、同日に日中活動系サービスを利用する場合、各事業所の運営規程に規定する当該サービスが通常実施されている時間帯には、他の事業のサービス費の算定はできない。

ただし、特段の理由により、やむを得ないと市が判断した場合は、この限りでない。

２　移動支援

(1)　移動支援サービス費の算定について

　　移動支援の提供にあたっては、別表の移動支援の種別ごとに従事できる有資格者が派遣される場合においてのみ、算定できる。

　支給量は、30分を単位として決定されることを踏まえ、決定された時間数が有効に活用されるよう、利用者の希望等を踏まえることが必要である。

(2)　移動支援サービス費の算定の範囲について

　ア　宿泊を伴う際の移動支援の提供は、原則として認めない。ただし、個々の事情等により事前に市に計画等を提出するなどの結果、特段の理由により移動支援の提供がやむを得ないと市が判断した場合には、市が指示する範囲において、この限りではない。

　イ　学校や日中活動サービス事業所等への通学・通所等に係る移動支援の提供については、個々の事情により、事前に相談した結果、特段の理由により移動支援の提供がやむを得ないと市が判断した場合には、市が指示する範囲において、算定できる。

　ウ　通常、移動支援従業者が利用者への直接支援を必要としない目的地（美容室や習い事など）への移動支援を提供する場合において、事前に市に所定の様式を提出し相談した結果、特段の理由により移動支援の提供がやむを得ないと市が判断した場合には、市が指示する範囲で算定できる。

(3)　移動支援の所要時間について

　ア　１人の利用者に対して、同一事業者が１日の間に複数回の移動支援を提供する場合には、原則として、２時間以上あけてサービスを提供すること。ただし、外出の目的の状況等により、提供するサービスの間隔が2時間未満となる場合は、１回の移動支援として算定すること。

イ　１人の利用者に対して複数の移動支援従業者が交代して移動支援を行った場合も、１回の移動支援としてその合計時間を所要時間として算定すること。

　ウ　所要時間「30分未満」で算定する場合の所要時間は、15分以上とする。

　　　また、移動支援のサービス内容には、原則外出のための室内での外出準備は含まれないので、注意すること。

　エ　移動支援の提供に当たっては、原則として開始日を越えてのサービス提供は認めない。

　オ　２人派遣可の支給決定を受けている者が、２人の移動支援従業者による移動支援の提供を行った場合は、それぞれの移動支援従業者が行う移動支援について算定する。
　カ　オの場合の時間数の算定については、開始時間と終了時間の差（以下「実利用時間」という。）を２で乗じて算出するものとする。
キ　カの方法により算出した算定時間数の合計は支給決定時間を２で乗じて算出して得た範囲とする。ただし、利用者一人当たりの一月における実利用時間の合計は、支給決定時間を越えてはならない。
(4)　グループ支援の取扱いについて

　ア　グループ支援の算定については、必ず、複数の移動支援従業者によるサービス提供でなければならず、次の支援体制によるもののみ、グループ支援の算定を行うものとする。

(ｱ) 移動支援従業者2人に対し、利用者が3名の場合

(ｲ) 移動支援従業者3人に対し、利用者が4名もしくは5名の場合

　イ　グループ支援については、出発と解散を同一地点で行う場合に限り認められる。

(5)　早朝、夜間等の移動支援の取扱いについて

　ア　午後８時から午後１２時まで及び午前０時から午前８時までの時間帯にサービス提供を行った場合には、「夜間・早朝」の額により算定する。

イ　移動支援の提供が、日中の時間帯と夜間・早朝の時間帯にまたがる場合には、実際にサービス提供を行った時間帯の額により算定すること（サービス開始時刻が属する時間帯におけるサービス提供時間が15分未満である場合には、多くの時間を占める時間帯の算定基準により算定すること）。また、最小単位の中で、日中の時間帯と夜間・早朝の時間帯にまたがる場合には、当該30分の開始時刻が属する時間帯の額により算定すること（当該30分の開始時刻が属する時間帯におけるサービス提供時間が15分未満である場合には、当該30分のうち、多くの時間が属する時間帯の算定基準により算定すること）。

　ウ　長時間のサービス提供の場合で、時間帯が二度に渡りまたがる場合は、日中の時間帯と夜間・早朝の時間帯の各サービス提供時間をそれぞれ合算し算定すること。

３　日中一時支援

(1)　日中一時支援サービス費の算定について

ア　日中一時支援の提供にあたっては、予め、日中一時支援を提供する事業所ごとに定めたサービス提供時間の範囲において、送迎に係る時間を除き、実際に日中一時支援事業所において支援を行った時間が該当する単位で算定する。

支給量は、4時間を単位として決定されることを踏まえ、決定された時間数が有効に活用されるよう、利用者の希望等を踏まえることが必要である。

イ　日中一時支援のサービス提供において算定ができる加算については、利用者の支払うべき負担額には、反映しないものとする。

(2)　送迎加算の算定の範囲について

　　送迎加算の算定は、原則として、日中一時支援事業所の従業者が当該事業所の所有する車両を用いて行う、居宅と日中一時支援事業所間（日中活動サービス事業所等への出迎えを含む）の往復とし、片道の送迎ごとに１回として算定する。

なお、居宅以外であっても、事業所の最寄り駅や集合場所との間の送迎も対象となるが、事前に利用者と合意のうえ、特定の場所を定めておく必要がある。

また、利用者や事業者の都合により特定の場所以外への送迎を行う場合や、居宅まで送迎を行う必要がある利用者について居宅まで送迎を行わない場合には算定できない。

(3)　給食加算の算定について

ア　給食加算については、原則として当該施設内の調理室を使用して調理し、提供されたものについて算定するものであるが、食事の提供に関する業務を当該施設の最終的責任の下で第三者に委託することは差し支えない。なお、施設外で調理されたものを提供する場合（クックチル、クックフリーズ若しくは真空調理（真空パック）により調理を行う過程において急速に冷却若しくは冷凍したものを再度加熱して提供するもの又はクックサーブにより提供するものに限る。）、運搬手段等について衛生上適切な措置がなされているものについては、施設外で調理し搬入する方法も認めるものである。

この場合、例えば出前の方法や市販の弁当を購入して、利用者に提供するような方法は加算の対象とはならないものである。

　イ　給食加算の対象者であるか否かについては、「地域生活支援事業受給者証」の「上限額等」の欄において「０円」と記入されていることを確認すること。
　ウ　給食加算を算定した場合に、利用者から徴収することができる費用は、次の各号を合算した額とする。

(ｱ) 食材料費

(ｲ) 各事業所の運営規程に規定する食事に係る人件費等に係る費用から給食加算の額を差し引いた額
エ　給食加算は、食事を提供する体制に対する評価であることから、１日につき複数回分の算定はできない。なお、食材料費については、複数食分を利用者から徴収して差し支えない。

(4)　要医療的ケア障がい児者支援加算の算定について
高槻市地域生活支援事業に要する算定基準別表に規定する当該加算の算定に当たっては、参考様式に沿った内容が記載された各利用者の状態を証する書類を高槻市障がい福祉課に提出しなければならない。
(5)　重症心身障がい児者支援加算の算定について

　　高槻市地域生活支援事業に要する算定基準別表に規定する当該加算の算定に当たっては、身体障がい者手帳及び療育手帳の写しを高槻市障がい福祉課に提出しなければならない。

４　地域活動支援センター

(1)　地域活動支援センターサービス費の算定について

地域活動支援センターサービス費については、運営規程に定めているサービス提供時間の概ね２分の１以上のサービス提供を行った場合のみ、算定できるものとする。

ただし、市が事前に、特段の理由によりやむを得ないと市が判断した場合には、この限りではない。

なお、判断にあたっては、市が事業所に対し、理由書等の提出を求める場合がある。

(2)　送迎加算の算定の範囲について

　　送迎加算の算定は、原則として、地域活動支援センターの従業者が当該事業所の所有する車両を用いて行う、居宅と地域活動支援センター間の往復とし、片道の送迎ごとに１回として算定する。

なお、居宅以外であっても、事業所の最寄り駅や集合場所との間の送迎も対象となるが、事前に利用者と合意のうえ、特定の場所を定めておく必要がある。

また、利用者や事業者の都合により特定の場所以外への送迎を行う場合や、居宅まで送迎を行う必要がある利用者について居宅まで送迎を行わない場合には算定できない。
(3)　給食加算の算定について
地域活動支援センターの給食費の算定については、「３　日中一時支援(３)」を準用する。
(4)　Ⅲ型の報酬単価について
ア　定員規模別単価の取扱い

　　　運営規程に定める利用定員の規模に応じた報酬を算定すること。

イ　定員超過に該当する場合の報酬単価の減算

(ｱ) １日の利用者の数が利用定員に１００分の１５０を乗じて得た数を超える場合は、当該利用日について、利用者全員につき、「一日の利用者数が定員を超える場合」を報酬単価とする。

(ｲ) 直近の過去３月間の利用者の延べ数が、利用定員に開所日数を乗じて得た数に１００分の１２５を乗じて得た数を超える場合は、当該１月間について、利用者全員につき、「一日の利用者数が定員を超える場合」を報酬単価とする。

別表
　高槻市移動支援事業に従事できる者の資格とサービス内容

	資格
	障害種別

	
	視覚
	全身性
	両上肢
	知的
	精神

	介護福祉士登録者
	×
	○
	○
	○
	○

	保健師・看護師
	×
	○
	○
	○
	○

	介護福祉士実務者研修修了者
	×
	○
	○
	○
	○

	介護員養成研修

	介護職員初任者研修修了者
	×
	○
	○
	○
	○

	介護職員基礎研修修了者
	×
	○
	○
	○
	○

	訪問介護員養成研修１級課程修了者
	×
	○
	○
	○
	○

	訪問介護員養成研修２級課程修了者
	×
	×
	○
	○
	○

	居宅介護従業者養成研修

	居宅介護職員初任者研修修了者
	×
	○
	○
	○
	○

	障がい者（児）ホームヘルパー養成研修１級課程修了者
	×
	○
	○
	○
	○

	障がい者（児）ホームヘルパー養成研修２級課程修了者
	×
	×
	○
	○
	○

	ガイドヘルパー養成研修

	視覚課程修了者
	○
	×
	×
	×
	×

	全身性(車いす）課程修了者
	×
	○
	×
	×
	×

	知的課程修了者
	×
	×
	×
	○
	×

	精神課程修了者
	×
	×
	×
	×
	○

	重度訪問介護従業者養成研修修了者
	×
	○
	×
	×
	×

	日常生活支援従業者養成研修修了者
	×
	○
	×
	×
	×

	行動援護従業者養成研修修了者
	×
	×
	×
	○
	○

	強度行動障がい支援者養成研修（基礎・実践）修了者
	×
	×
	×
	○
	○

	同行援護従業者養成研修修了者
	○
	×
	×
	×
	×


※日常生活支援従業者養成研修とは、障害者自立支援法施行以前の制度において実施された研修

※平成14年度以前のガイドヘルパー研修修了証及び平成15～16年度に知事名もしくは、高槻市長名で交付された居宅介護従事者資格証明書（各課程）については、各々証明書で示されている研修課程を修了したものとみなしており、サービス提供に従事することは可能。ただし、その後国が示した養成研修の時間数を満たしていないため、現在行われている正規の研修の受講をおすすめします。
	（参考様式１）

	

	利用者名
	　

	受診医療機関名
及び所在地
	　

	
	

	
	

	傷病診断名
	　

	
	

	対象となる処置内容

	□点滴の管理　　　　□中心静脈栄養　　　□透析

□ストーマの処置　　□酸素療法　　　　　□レスピレーター　

□気管切開の処置　　□疼痛の看護　　　　□経管栄養（胃ろう）　□吸引処置

	
	□モニター測定（血圧、心拍、酸素飽和度等）
□褥瘡の措置

	
	□カテーテル
（コンドームカテーテル、留置カテーテル等）


